
・事業年度
毎年4月1日～翌年3月31日
 ・定時株主総会
毎年6月
 ・基準日
定時株主総会・期末配当：毎年3月31日
中間配当：毎年9月30日

・公告方法
電子公告（http://www.nissanchem.co.jp/） 
但し、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告ができない場合は、日本経済新聞に
掲載いたします。

・1単元の株式の数
100株
・上場金融商品取引所
株式会社東京証券取引所
・株主名簿管理人および特別口座の口座管理機関
東京都千代田区丸の内一丁目4番１号
三井住友信託銀行株式会社

・同事務取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

・郵便物送付先・電話お問合せ先
〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
０１２０-７８２-０３１（フリーダイヤル）

●住所変更、単元未満株式の買取・買増などの
お申し出先について
株主様の口座のある証券会社にお申し出ください。なお、
証券会社に口座がないため特別口座に記録されました株
主様は、三井住友信託銀行株式会社にお申し出ください。

●未払配当金のお支払いについて
三井住友信託銀行株式会社にお申し出ください。

●「配当金計算書」について
配当金お支払いの際にご送付しております「配当金計算
書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」を
兼ねております。確定申告を行う際は、その添付資料として
ご使用いただくことができます。
但し、株式数比例配分方式をご選択いただいている株主様
につきましては、源泉徴収税額の計算は証券会社などにて
行われます。確定申告を行う際の添付資料につきまして
は、お取引の証券会社にご確認をお願いします。

IR情報はホームページからもご覧になれます。

http://www.nissanchem.co.jp/
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第147期 報告書

2016年4月1日から2017年3月31日まで

証券コード：4021

株主・投資家の皆様へ



株主の皆様へ
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　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り
厚くお礼申し上げます。
　当期における国内景気は、個人消費で一部弱さ
が見られたものの、所得・雇用環境の改善を背景に
総じて底堅く、緩やかな回復基調が続きました。
一方、世界の政治・経済情勢は、先行き不透明感が
増し、外国為替、原油価格は大きく変動しました。
　当社グループの事業につきましては、化学品
部門は、基礎化学品、ファインケミカルともに堅調
に推移しました。機能性材料部門は、ディスプレイ
材料が好調な販売を維持しました。農業化学品
部門は、フルララネル（動物用医薬品原薬）が伸長
しました。医薬品部門は、「リバロ」（高コレステロール
血症治療薬）原薬の国内販売が後発品の増勢に
より減少しました。
　この結果、第１４７期における売上高は１,８０２億８９
百万円（前年同期比３３億９４百万円増）、営業利益
は３１４億３８百万円（同２８億３２百万円増）となり、

売上高は２年連続、営業利益は３年連続で過去最高
を更新しました。期末配当金は１株につき２８円とし、
中間配当金を含めた年間配当金では５２円（前期年間
配当金に比べ８円増配）とさせていただきました。
　今後も予断を許さない事業環境が継続するもの
と予想しておりますが、当社グループは、昨年４月
に始動した２０３０年を見据えた長期経営計画「Ｐｒｏ
ｇｒｅｓｓ２０３０」、ならびに２０２１年のあるべき姿を
示す中期経営計画「Ｖｉｓｔａ２０２１」で掲げた基本戦略
に基づく諸施策を着実に実行いたします。それに
より、気候変動、人口増加に伴うエネルギー・食糧
不足など、グローバルな社会課題の解決に寄与し、
社会との相乗的な発展を図りながら、持続的成長
を目指してまいります。
　本年４月、ＣＳＲ活動をより充実させるため、ＣＳＲ
委員会を設置しました。「優れた技術と商品・サービ
スにより、環境との調和を図りながら、社会に貢献
する」という企業理念に基づき、経営の透明性向上、
コンプライアンスの徹底、環境への一層の配慮、
社会貢献活動の推進などを強化し、これからも、すべ
てのステークホルダーから信頼される企業グループ
の実現に総力を挙げて取り組んでまいります。
　株主の皆様におかれましては、より一層のご理
解、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

取締役社長　木下 小次郎
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―未来を創造する企業へ―
　当社グループは、コーポレートビジョン「人類の生存
と発展に貢献する企業グループ」を実現するため
には、「新たな事業領域への進出」、「市場動向に合致
した新製品開発」、「研究開発力の強化」が不可欠と
認識し、昨年４月、２０３０年を見据えた長期経営計画
「Ｐｒｏｇｒｅｓｓ２０３０」ならびに２０２１年のあるべき姿を示
す中期経営計画「Ｖｉｓｔａ２０２１」をスタートさせました。
そのなかで、ビジネスモデルを「独自の革新的な技術
で社会の要請に応える未来創造企業」と定め、気候
変動、人口増加に伴うエネルギー・食糧不足など
グローバルな社会課題の解決に寄与し、社会との
相乗的な発展を図りながら、持続的成長を目指して
います。
　中期経営計画「Ｖｉｓｔａ２０２１」は、前半３ヵ年（２０１６年
から２０１８年）をＳｔａｇｅⅠ、後半３ヵ年（２０１９年から２０２１
年）をＳｔａｇｅⅡとする６ヵ年の計画で、２０２１年のある
べき姿を「情報通信およびライフサイエンス事業が
成長を牽引し、化学品と関係会社が安定的な収益
を確保している」、「環境エネルギー事業の礎を築き、
常に前進する将来性と存在感のある化学メーカー
としての地位を確立している」としています。ＳｔａｇｅⅠ
における重要課題を「現有製品の価値最大化と
新製品創出」と設定し、３つの基本戦略に基づく諸施策
を実行しています。

　当社が発明した化合物フルララネルを原薬とする
動物用医薬品「ブラベクト」のイヌ用チュアブルタブ
レット（経口投与剤）は、現在世界８０ヵ国以上で販売
されています。加えて昨年、欧米でネコ用スポットオン
（経皮吸収剤）が上市されました。今後は欧米でイヌ用
スポットオンの上市が予定されており、旺盛な需要に
対応するため、製造委託先を複数化し、生産体制の
強化を進めています。

中期経営計画 『Ｖｉｓｔａ２０２１ ＳｔａｇｅⅠ』特　集 中期経営計画 『Ｖｉｓｔａ２０２１ ＳｔａｇｅⅠ』

基本戦略①
「現有製品の利益の最大化」

数値目標
1. 売上高・営業利益・当期純利益＊1（億円）
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＊1 親会社株主に帰属する当期純利益

＊2 その他： 卸売、その他、調整

「ラウンドアップ」店頭展開

液晶テレビ中後期除草剤「ゲパード」「レブラス」

経営指標（２０１８年度目標）

株主還元
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８％以上

売上高営業利益率
ＲＯＥ
売上高研究開発費比率

２０１６年度以降段階的に
引き上げ、２０１８年度４０％配当性向

総還元性向 ７０％の維持
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　水稲用除草剤「アルテア」は、混合剤ラインナップを
増やし、普及面積拡大を目指しています。従来の初
中期一発除草剤に加え、昨年新たに中後期除草剤２剤
を発売しました。また、製剤製造工場を新設し、自社
生産体制を拡充しました。

　非選択性茎葉処理除草剤「ラウンドアップ」は、一般
家庭用の「ラウンドアップマックスロードＡＬ」シリーズ
の速効タイプが好評です。ホームセンター、ドラッグ
ストアにおける店頭展開の訴求力を高めるとともに、
さらなる販路の拡大に挑戦しています。

「ブラベクト」
イヌ用チュアブルタブレット

「ブラベクト」
ネコ用スポットオン

　液晶表示用材料ポリイミド「サンエバー」は、スマー
トフォンなど中小型向けの既存顧客でのシェアアップ
と新規採用の獲得、テレビ向けの実需化による拡販を
加速させています。

3 4



医薬品部門4
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中期経営計画 『Ｖｉｓｔａ２０２１ ＳｔａｇｅⅠ』
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　昨年４月、アメリカ・カリフォルニア州のシリコン
バレー地区、サンタクララに事務所を開設しました。
新たな技術・材料の獲得はもちろん、先端材料、前例
のない事業モデルの情報を収集・評価し、新規事業に
つなげることを目的とし、またその活動を通じ、新製品
創出の鍵となる目利き力のある人材の育成に役立て
たいと考えています。
　昨年６月、ブラジルに現地法人「Ｎｉｓｓａｎ Ｃｈｅｍｉｃａｌ 
Ｄｏ Ｂｒａｓｉｌ」を設立しました。世界最大の農薬市場での
ニーズの把握と販売力強化、技術サービス向上、さら
にはアルゼンチン、チリなど成長著しい南米諸国に
おける展開も見据えています。
　今後は、インドに農薬の普及・開発支援、現地情報の
調査等を目的とする新会社を、中国では、拡大する
ディスプレイ材料市場の顧客サポートを充実させる
ため、Ｒ＆Ｄセンターを設立する予定です。

基本戦略③
「研究開発力の強化」
　ベルギー・ソルベイ社から有機EL材料関連の特許
およびノウハウを購入し、塗布型有機EL材料の本格的
な市場立ち上がりに備え、関連材料の開発を急務とし
ています。
　２００６年に開始した九州大学との組織対応型連携
では、昨年から「生体材料創発連携」として、再生医療
材料、経皮ＤＤＳ材料の研究をスタートさせました。

＊1 その他： 卸売、その他、調整
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　当社グループは、本計画を着実に遂行するととも
に、環境への一層の配慮、従業員の健康と安全の確
保、コンプライアンスの徹底など、ＣＳＲへの取り組み
も強化することで、すべてのステークホルダーから
信頼されるエクセレントな化学会社を目指してまいり
ます。

　２０１６年度は数値目標を達成しました。
　２０１７年度も成長基調を維持する予想です。

基本戦略②
「マーケティング力の向上」

5 6



1 化学品部門

　基礎化学品では、メラミン（合板用接着剤原料等）の輸出が
堅調に推移しましたが、アンモニアの原料転換等の設備投資
に伴い、固定費が増加しました。ファインケミカルでは、「ハイ
ライト」（殺菌消毒剤）および「テピック」（封止材用等特殊
エポキシ）が増収となりました。
　この結果、当部門の売上高は347億80百万円（前期比4億
33百万円増）、営業利益は38億20百万円（同1億7百万円
減）となりました。 メラミン食器（イメージ）

＜主要製品＞ ●基礎化学品（メラミン、硫酸、硝酸、アンモニア等）
●ファインケミカル（封止材用等特殊エポキシ、難燃剤、殺菌消毒剤等）

　ディスプレイ材料では、「サンエバー」（液晶表示用材料ポリイミド）の
スマートフォンなど中小型向けが好調でした。半導体材料では、多層材料
（OptiStack®*）が一部顧客の稼働率低下の影響を受けました。無機コ
ロイド材料は、「スノーテックス」（電子材料用研磨剤、各種表面処理剤
等）の一般用途向けおよびオルガノシリカゾル（各種コート剤向け）が
減少しました。
　この結果、当部門の売上高は528億9百万円（前期比10億36百万円
増）、営業利益は125億33百万円（同5億12百万円増）となりました。 
      
＜主要製品＞ ●ディスプレイ材料（液晶表示用材料ポリイミド等）

●半導体材料（半導体用反射防止コーティング材等）
●無機コロイド（電子材料用研磨剤、各種表面処理剤等）

　当部門の売上高は240億29百万円（前期比31億50百万円増）、営業利益は9億66百万円
（同4億90百万円増）となりました。

＜主要事業＞ ●肥料（高度化成等）　●造園緑化　●運送　●プラントエンジニアリング等

タブレット、
スマートフォン（イメージ）

2 機能性材料部門

6 その他の部門

　当部門の売上高は551億98百万円（前期比4億45百万円減）、営業利益は16億
97百万円（同1億15百万円減）となりました。     
  
＜主要事業＞ ●化学品　●機能材料　●環境資材　●合成樹脂　●輸出入　●保険

5 卸売部門

　「リバロ」原薬は、海外向けは伸長しましたが、国内向け
は後発品の増勢により減少しました。「ファインテック」（医
薬品研究開発参加型事業）は好調な売上となりました。ま
た、新規自己免疫疾患治療薬創製に関する共同研究契約
を田辺三菱製薬㈱と締結し、契約一時金収入がありました。
　この結果、当部門の売上高は79億92百万円（前期比
6億76百万円減）、営業利益は16億56百万円（同3億49
百万円減）となりました。  

＜主要製品＞ ●高コレステロール血症治療薬原薬　●ファインテック（医薬品研究開発参加型事業）

4 医薬品部門
　「アルテア」（水稲用除草剤）の販売は国内外とも好調でし
た。「ラウンドアップ」（非選択性茎葉処理除草剤）の拡販、「ト
レファノサイド」（畑作用除草剤）の販売開始も増収に寄与し
ました。フルララネル（動物用医薬品原薬）の出荷は順調に拡
大しました。
　この結果、当部門の売上高は519億52百万円（前期比44億
64百万円増）、営業利益は132億1百万円（同23億69百万
円増）となりました。 

＜主要製品＞ ●農薬（除草剤、殺虫剤、殺菌剤、殺虫殺菌剤、植物成長調整剤）
●動物用医薬品原薬

3 農業化学品部門

＊OptiStack®はBrewer Science, Inc. の登録商標です。
売上高構成比率

14.3％

売上高構成比率

26.5％

売上高構成比率

23.5％

売上高構成比率

25.7％

売上高構成比率

4.4％

売上高構成比率

5.6％
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自己資本比率

70

65

60

55

50

0

（％）

20162012 2013 2014 2015 （年度）
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63.0

14.6 15.1

8.9 8.9

16.2
17.4

68.1
69.9

日産化学の出来高（千株）

株価および出来高：月間（2015年4月～2017年3月）

日産化学の株価 日経平均株価

日産化学の株価（円） 日経平均株価（円）

2015年 2016年
4月 5 6 7 8 9 10 11 12 1月 2 3

2017年
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1月 2 3

ＣＳＲ委員会の設置

買収防衛策の非更新

　近年、ＥＳＧ投資、すなわち企業の環境・社会・ガバナンスに対する姿勢を重視する投資手法に注目が集まっ
ています。短期的な業績だけでなく、気候変動対策、人権への配慮、コンプライアンス強化などを積極的に
推進する企業が、持続可能性のある優れた企業として評価されます。
　当社は高まる社会の要請に応え、ＣＳＲ（企業の社会的責任）活動をより一層充実させることが必要と考え、
本年４月、ＣＳＲ委員会を設置しました。今後も収益の拡大に取り組むだけでなく、ＣＳＲ活動を推進、開示する
ことで、すべてのステークホルダーからの信頼、評価を得て、企業価値を高めてまいります。

　当社は、「当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業理念および企業価値の源泉を
十分に理解したうえで、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を中長期的に確保し、向上させる
ことを真摯に目指す者でなければならない」と考え、２００８年に「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針
（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます）を導入し、その後２度（２０１１年、２０１４年）更新してまいりました。
　この間、当社は中期経営計画「Ｖｉｓｔａ２０１５ ＳｔａｇｅⅡ」の数値目標を達成し、昨年４月には新たな経営計画
「Ｐｒｏｇｒｅｓｓ２０３０」「Ｖｉｓｔａ２０２１」を始動させ、企業価値の増大と株主還元の充実を目指しています。また、
コーポレートガバナンス・コードの浸透など、当社を取り巻く経営環境も変化しており、本プランを継続するこ
との意義が相対的に低下したと判断し、2017年6月28日開催の第147回定時株主総会終結の時をもって、
本プランを非更新としました。
　なお、当社は本プラン廃止後も、当社株式に対する大規模買付行為が実施された場合には、株主の皆様の
検討に必要な情報と時間の確保に努めるとともに、当社取締役会の意見等を開示し、関係法令に則り適切な
措置を講じてまいります。

4,500
4,000
3,500
3,000
2,500
2,000
1,500
1,000

25,000

20,000

15,000

10,000

トピックス 連結主要指標推移

委員長：副社長　　
委　員：経営企画部長、環境安全・品質保証部長、

人事部長、生産技術部長、購買部長
事務局：CSR・広報室　

35,000
30,000
25,000
20,000
15,000
10,000
5,000

0

CSR委員会 コンプライアンス委員会 レスポンシブル・ケア委員会

社長

取締役会CSR委員会体制

品質保証委員会

経営会議

安全保障輸出管理委員会
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前期末（2015年度） 当期末（2016年度） 前期末（2015年度） 当期末（2016年度）

株主資本
151,337
非支配株主

持分
1,666

負債・純資産合計
231,748

連結貸借対照表の概要
（単位：百万円）（単位：百万円）

流動負債
57,665
固定負債
10,376

株主資本
144,151
非支配株主

持分
1,531

流動負債
57,937
固定負債
13,307

流動資産
140,564

固定資産
91,183

資産合計
231,748

連結財務の状況

負債
68,041

純資産
163,707

負債
71,244

純資産
156,924

負債・純資産合計
228,169

流動資産
142,181

固定資産
85,988

資産合計
228,169

現金および
預金

35,335

現金および
預金

35,701

有形固定資産
47,461

無形固定資産
903

投資その他の
資産

37,623

有形固定資産
51,969

無形固定資産
1,577

投資その他の
資産

37,636

前期（2015年度） 当期（2016年度）

0

5,000

10,000

15,000

30,000

25,000

20,000

180,000

売上高 営業利益 経常利益売上高 営業利益 経常利益 親会社株主
に帰属する
当期純利益

税金等調整前
当期純利益

親会社株主
に帰属する
当期純利益

営業外
収益

特別
利益

特別
損失

連結損益計算書の概要

（百万円）

7,686

法人税等
非支配株主に帰属する

当期純利益

営業外
費用

2,253 1,978 ーー

180,289

31,438 31,71331,713

24,026

176,894

28,606 29,531

22,350

148,850

売上原価
販売費および
一般管理費

当社は長期にわたって高い利益率を維持しております。今期は、営業利益314億円、経常利益317億円、
親会社株主に帰属する当期純利益240億円となりました。営業利益、経常利益は3年連続、親会社株主に帰属
する当期純利益は4年連続で過去最高を更新しました。

今期のＤ／Ｅレシオ※は△3.2％となりました（前期：△1.6％）     
※（借入金－現金預金）／株主資本：財務の健全性を示す指標

株主還元のため実施した自己株式の取得による支出90億円および配当金の支払額77億円が、財務活動
によるキャッシュ・フローに含まれております。       

貸借対照表のPOINT　極めて良好な財務基盤

損益計算書のPOINT　過去最高益

キャッシュ・フロー計算書のPOINT　積極的な株主還元

前期（2015年度） 当期（2016年度）

連結キャッシュ・フロー計算書の概要

（百万円）
70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

35,335 35,701

△13,152
投資活動

△19,042
財務活動

69

期
首
残
高

期
末
残
高

現金および
現金同等物に
係る換算差額

32,491
営業活動

31,343
35,335

△8,416
投資活動

△17,317
財務活動

△263

期
首
残
高

期
末
残
高

現金および
現金同等物に
係る換算差額

29,989
営業活動

資金の増加
資金の減少
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株式の状況 （2017年3月31日現在）

（2017年6月28日現在）役　員
代表取締役・取締役社長
取 締 役 副 社 長
取締役　専務執行役員
取締役　常務執行役員
取締役　常務執行役員
取締役　常務執行役員
取締役　常務執行役員
取 締 役
取 締 役
常 勤 監 査 役
常 勤 監 査 役
常 勤 監 査 役
監 査 役

木 　 下 　 小 次 郎
宮 　 崎 　 純 　 一
袋 　 　 　 裕 　 善
畑 　 中 　 雅 　 隆
宮 　 地 　 克 　 明
瀧 　 下 　 秀 　 則
本 田 　 卓
梶 　 山 　 千 　 里
大 江 　 忠
中 　 島 　 康 　 之
鈴 　 木 　 規 　 弘
竹 　 本 　 秀 　 一
片 　 山 　 典 　 之

所有者別
分布状況

個人・その他
11.6%

外国人
24.1%

その他国内法人
11.4%

証券会社
4.1%

金融機関
47.3%

自己株式
1.5%

発行可能株式総数 ……
発行済株式の総数 ……
株　　  主 　　数 ……………

360,000,000株
154,000,000株

11,976名

大株主（上位10名） 持株数（千株） 出資比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

農林中央金庫

日産化学 取引先持株会

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）

損害保険ジャパン日本興亜株式会社

小野薬品工業株式会社

日産化学従業員持株会

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５）

18,061

12,871

7,633

4,800

3,968

3,217

2,380

2,376

2,205

2,108

11.9

8.5

5.0 

3.2

2.6

2.1

1.6

1.6

1.5

1.4 

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託
みずほ銀行口 再信託受託者
資産管理サービス信託銀行株式会社

会社概要
商　 号
日産化学工業株式会社
NISSAN CHEMICAL INDUSTRIES, LTD.
本　 社
〒101-0054
東京都千代田区神田錦町三丁目7番地1
電話（03）3296-8111
創　 業
1887年4月

設　 立
1921年4月
資本金
18,942百万円
従業員数
2,402名（連結）
ホームページ
http://www.nissanchem.co.jp/
（IR情報はホームページからもご覧になれます。）

常 務 執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員

岩 　 田 　 武 　 史
浜 本 　 悟
水 流 添 　 暢 　 智
鬼 塚 　 博
鈴 木 　 周
西 　 田 　 雄 　 二
吉 　 田 　 洋 　 憲
八 　 木 　 晋 　 介
石 　 川 　 元 　 明
生 　 頼 　 一 　 彦
三 　 宅 　 敏 　 郎
吉 田 　 元

※（1）自己株式2,242,017株を含みます。
（2）2017年5月9日に自己株式2,000,000株の消却をいた
しました。

（2017年5月9日現在）
発行済株式の総数………………………………152,000,000株

※

グループ会社

国内連結子会社 ・日星産業株式会社
化学品などの販売、保険代理業、不動産賃貸
・日産物流株式会社
運送事業
・日産緑化株式会社
造園、土木、緑化工事などの設計･施工

・日産エンジニアリング株式会社
プラントエンジニアリング
・日本肥糧株式会社
肥料の製造・販売

海 外 拠 点 ・Nissan Chemical America Corporation
無機材料などの製造・販売
・Nissan Chemical Europe S.A.R.L.
農薬の販売
・NCK Co., Ltd.
電子材料の研究・製造・販売
・Nissan Chemical Agro Korea Ltd.
農薬の販売

・台湾日産化学股份有限公司
電子材料の販売支援・研究
・日　化学制品（上海）有限公司
農薬の販売支援・普及サービス
電子材料・無機材料の販売支援
・Nissan Chemical Do Brasil
農薬の販売支援・普及サービス

・サンアグロ株式会社
肥料、農薬の製造・販売

・クラリアント触媒株式会社
工業用触媒の製造・販売

営 業 拠 点
工 場
研 究 所

札幌、仙台、名古屋、大阪、福岡
袖ケ浦工場、埼玉工場、富山工場、名古屋工場、小野田工場
物質科学研究所（千葉）、材料科学研究所（千葉、富山）、生物科学研究所（埼玉）

事業所

持分法適用会社

（注）1.当社は自己株式を2,242,017株保有していますが、上記大株主からは除外しております。
2.出資比率は自己株式を控除して算出しております。
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